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· 外国人の看護師・介護福祉士に抵抗感はありますか？
日本は二国間の経済連携協定（EPA）に基づき、平成20年度からインドネシア人看護師・介護福祉士候補者、平成21年度からフィリピン人看護師・介護福祉士候補者の受け入れをスタートさせました。これにより、日本としてこれまで労働者の受け入れを認めてこなかった分野において、協定で認められている滞在期間内に受け入れ施設で働きながら看護師・介護福祉士の国家資格を取得した場合には、引き続き日本に滞在することが可能となりました。
しかし、日・インドネシア経済連携協定では当初2年間で看護師候補者400名、介護福祉士候補者600名、合計で1,000名を上限に受け入れる予定でしたが、実際には約半数の569名の受け入れにとどまっています。さらに平成22年度の受け入れにつきましては、日本側の応募数が61施設（看護師コース26施設、介護福祉士コース35施設）と前年度（198施設）の約1/3、求人数でも141名（看護師コース58名、介護福祉士コース83名）と受け入れ上限数としていた500名の28.2％にとどまっています。このように計画に比べて数字が低調に推移しているのは、単に雇用情勢の悪化により看護も介護も日本人が雇い易くなったからということだけではなく、受け入れ施設としての認定要件や外国人に対する研修要件の厳しさ、加えて受け入れに当たっての経費負担（一人の受け入れに対して約50万円だが、1施設2名以上が条件のため約100万円）などもその一因となっています。その対策として政府は、受け入れ施設や候補者への支援のため、新年度の当初予算に約8億7千万円を盛り込んでいます。それにより、看護師候補者には一人当たり年11万7千円、介護福祉士候補者には一人当たり23万5千円をそれぞれの受け入れ施設に支払うことが可能となります。ちなみに前年度の予算が8千2百万円ほどでしたので、新年度は約10倍の予算規模となります。
そもそも外国人看護師・介護福祉士候補者の受け入れは、建前は「国際交流」ということですが、実質的には人手不足による看護師・介護福祉士の確保にあることは明白です。将来的に見ても少子高齢化が進む日本において、この分野における労働力の確保は大きな課題ですが、看護や介護の現場における過酷な労働条件をそのままにして、安易に外国人雇用に活路を見出そうとするやり方は、個人的には如何なものかと思うところであります。
いずれにしても、政府としては経済連携協定に基づく外国人人材の受け入れについて、「今後も積極的に推進すべき」との見解ですので、今後は国家資格取得に対する支援の充実や外国人が働き易い環境整備を早急に推し進める必要性があります。（工藤克己）
